
目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

1

地域創生・人口減少対策

事業

　東日本大震災・原発事故等により人

口減少が進行し、地域の姿そのものが

変化しつつある中で、現状分析、人口

ビジョン等の検討、地域の将来像を見

据え、国が設置した「まち・ひと・しごと

創生本部」と連動した施策の全庁一体

的な推進を図るとともに、広く有識者や

若者、女性を中心とした県民の意見を

取り入れながら、平成２７年秋頃を目途

に総合戦略を策定する。

16,563,087

平成27年11月30日

「福島県人口ビジョ

ン」策定

平成27年12月25日

「ふくしま創生総合

戦略」策定

----

【対応方針】

・総合戦略策定のために設置した有識

者で構成される「福島県地域創生・人口

減少対策有識者会議」において、戦略

の推進にあたって引き続き意見聴取や

達成度等の検証を実施。

－ －

企画調整

部

復興・総合

計画課

地域創生・人口減少対策

本部事業

東日本大震災・原発事故等による人口

減少が進行する現状を踏まえ、国の「ま

ち・ひと・しごと創生本部」における地方

創生の動きに併せながら、本県の総合

戦略の推進のため、その推進体制を整

備するとともに、本県の地域創生の情

報発信と県民意識の醸成に取り組む。

（１）有識者会議

（２）地域からの意見聴取

（３)ビッグデータを活用した分析・検証

（４）地域創生フォーラム

（５）地方創生のための将来世代応援

知事同盟

2 産業活性化プログラム

　経済産業省が開発した「地域経済分

析システム」を活用し、客観的データに

基づく地域戦略を策定し、企業や経済

団体等から取引拡大支援に関する意

見や要望ニーズを整理し必要なアドバ

イザーを派遣する。

35,087,571

・経済ビッグデータ

を活用できる人材

の育成

（研修受講者数）：１

００人

・産業活性化アドバ

イザーの派遣企業

数

３０社

H28.3

・人材育成研修会

の参加人数：延べ２

３８人

　［基礎研修］１２１

人

　［応用研修］７４人

　［他地域との意見

交換］４３人

・産業活性化アドバ

イザーによる支援

企業数

［成長産業育成分

野］１１社

［サプライチェーン

再構築分野］１０社

154%

（単純

平均）

AAAA

【対応方針】

ビッグデータを活用できる人材の育成

には時間を要することから機能が拡充

されたRESASに触れ、活用の可能性を

見いだしていく必要がある。

①

②

金内委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

商業・サービス業の総生

産額

→20,720億円（H31年度）

商工労働

部

企業立地

課

産業活性化プログラム

RESASのビッグデータを活用して、発注

企業となる地域中核企業等を抽出する

とともに、雇用した技術者OBが開拓し

た県内受注企業との間で受発注機会を

創出する商談会を開催し、取引拡大を

図るとともにサプライチェーンを構築す

ることで、産業集積（クラスター）づくりを

促し、産業活性化と「しごとづくり」を図

る。

3 地方拠点強化推進事業

　県内立地企業や新たな立地企業への

ニーズ調査及びヒアリング調査を実施

し、本社機能を移転するに当たっての

ニーズや要望等を把握し、具体的な支

援策等について検討する。

3,721,372

ニーズ調査等の結

果を踏まえ、具体

的に本社機能移転

について接触を開

始する企業数：４０

社

H28.3

ニーズ調査等の結

果を踏まえ、具体

的に本社機能移転

について接触を開

始する企業数：16

社

40% CCCC

【課題】

税制の優遇だけではインパクトに欠け

る。

【対応方針】

パンフレット等を作成し、本県への本社

機能移転のメリット等を見える化し、より

効果的な誘致を行う。

①

②

須貝委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

商工労働

部

企業立地

課

地方拠点強化推進事業

企業が本社機能の移転又は拡充する

場合、全国各地で税制面での優遇が受

けられることとなるが、本県への移転等

を促進するため、下記の取組を集中的

に進める。

(1)移転効果のモデル的費用算定等

(2)個別企業に対する各種提案等

(3)従業員の転居費用への補助等

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

１　ふくしまの雇用・起業創出プロジェクト

効果の検証

① KPI達成に事業が「有効であった」か「有効とは言えなかった」かを判断

②それぞれの評価を踏まえ、

良かった点 ：例）KPIが達成されており、事業継続は妥当

事業の○○な視点が、戦略推進に効果的と考えられる 等

改善すべき点：例）事業の○○な視点が、KPI達成に向けて足りない

戦略の基本目標への貢献度が低い。

○○な取組を実施すべき。

当該KPIの達成状況では事業を評価できない。

○○な数値がKPIとして適当。等

「有識者からの評価」記載例

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）
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目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

4

ハンサム起業家育成・支

援事業

　女性や若者の起業を支援し、地域産

業の活性化や雇用創出を図ると共に仕

事と子育ての両立や若者の県内定着を

通して人口減少や少子高齢化に歯止

めをかける。

28,744,000

本事業を使って起

業する人数：10人

H28.3

本事業を使って起

業する人数：11人

110% AAAA

【対応方針】

本事業をきっかけに起業した11名の

フォローアップに務める。

①

②

高橋委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

商工労働

部

産業創出

課

スタートアップふくしま創造

事業

１５に同じ

5

ふくしま起業家発掘・育成

支援事業

　地域の課題を解決する社会的起業

（ソーシャルビジネス）を志す起業希望

者や、起業して間もない人たちを支援

するために、県内３箇所に支援拠点を

設置し、西口インキュベートルームと連

携しながら起業家の発掘・育成を図る。

20,534,762

平成27年度に起業

して、少なくとも3年

間は事業継続の見

込みがある社会的

起業家：3者

H28.3

平成27年度に起業

して、少なくとも3年

間は事業継続の見

込みがある社会的

起業家：13者

433% AAAA

【課題】

平成２７年度は主に移住に関するイベ

ントへの出展により「福島での起業」を

PRしたが、起業の意向が強い方と具体

的な協議に入るためには、イベントにお

けるＰＲだけでなく個別のアプローチも

必要であると認識した。

【対応方針】

「起業の連鎖創出事業」では個別アプ

ローチを含めた方法により起業希望者

を支援する。

また、起業間もない事業者から相談が

多いことや最初の相談から1～2年かけ

て起業するケースがあることから、継続

的に支援を行う。

①

②

石山委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

商工労働

部

産業創出

課

スタートアップふくしま創造

事業

魅力的なしごとをつくり、人の流れを加

速させる。具体的には起業しやすい環

境の整備や、高みを目指す起業家への

ステップアップ支援を行う。

（１）機能起業の環境整備・マインド醸成

　ワンストップ相談窓口整備や子育て世

代の若者等が起業しやすい環境整備を

行う。

（２）「起業の連鎖」創出事業

　首都圏等で活躍する起業家の誘致や

投資家とのマッチング、希望者のイン

ターンシップなど総合的に取り組み、企

業の連鎖を創出する。

（３）起業家チャレンジ応援事業

　リーダ的起業家や女性、若者のビジ

ネスプランを実現するための初期費用

を補助や更なる成長を目指す起業家の

資金調達等を支援するなど起業に関す

るチャレンジを支援する。

（初期投資→女性若者向け、移住者向

け、浜通り向け一律200万円上限）

6

海外企業投資促進支援事

業

　本県が注力する産業について、外国

企業からの直接投資を喚起するため、

本県への進出経費の一部補助や企業

招聘を行う。

19,587,648

県内への進出企業

数：２社

H28.3 ２社 100% AAAA

【対応方針】

・本県では、再生可能エネルギーの導

入を推進しており、同分野における市

場性に着目する外国企業が多い。その

ため、県内への進出を検討するケース

もあるが、日本市場参入にかかる障壁

（言語の問題、法規制等）があることか

ら、県内（国内）におけるパートナー探し

が重要になる。再エネ分野で採択した

ベルギー企業も、本事業を活用し県内

へ進出したが、今後は県内での事業実

施に向けて、パートナー探しがポイント

となる。

①

②

金内委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

工場立地件数

→600件（H25～31年累

計）

商工労働

部

産業創出

課

医療関連

産業集積

推進室

外資系企業投資促進事業

医療機器や医薬品産業、再生可能エネ

ルギー関連産業の本県への進出を促

進し、産業集積とともに新たな雇用を創

出する。

（１）進出企業投資支援事業

　本県に進出を行う海外企業に対して、

建物等の賃借用、内国法人の設立及

び在留資格取得などに関する費用を補

助を行う。

（２）進出希望企業招聘事業

　県内企業等に関心を持つ海外企業を

本県に招聘し、本県主催の展示会への

出展や企業訪問等を行う。

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）
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率
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平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
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事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）
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効果の検証

7

ふくしま産業人材育成事

業

　県内中小企業の製造現場を統括する

工場長等を対象としQCD（品質、コス

ト、納期）等の生産プロセス面でのレベ

ルを向上させ、県内中小企業の生産性

向上を通した企業力強化を図

る。

9,693,517

全受講企業におけ

る目標達成企業の

割合：100％

H28.3

全受講企業におけ

る目標達成企業の

割合：81.25％

81.25% BBBB

【対応方針】

受講する企業の業態やレベルが広がっ

てきていることから、本事業の目標達成

に向けては、各受講企業の個別事情等

を踏まえた目標設定の最適化を図りな

がら、達成に向けた改善手法を適切に

アドバイス、提案することがポイントとな

る。

①

②

須貝委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

製造品出荷額等

→54,628億円（H31年）

商工労働

部

産業人材

育成課

ふくしま産業人材育成支

援事業

県内中小企業の製造現場を統括する

工場長等を対象とし、ＱＣＤ（品質、コス

ト、納期）等の生産プロセス面でのレベ

ル向上を図り、県内中小企業の生産性

向上を通した企業力強化を図る。

8 「起業の連鎖」創出事業

○　地域課題の解決・新たな価値の創

造・新たな需要の創出・域外需要の獲

得等を図る事業を新たに興し、地域の

活力の中心となるリーダー的起業家

（予備軍）を短期・中期・長期的に誘致・

育成することにより、当該起業家を核

に、地域の人材や県外から流入する

フォロワー的人材による起業の活発化

を図り、起業が起業を呼ぶ『起業の連

鎖』を創出する。

　【短期】リーダー的起業家（予備軍）を

直接スカウトし、県内に誘致。

　【中期】県内のリーダー的起業家予備

軍にベンチャーキャピタル等でのイン

ターンシップを経験させ、リーダー的起

業家として養成。

　【長期】高校等における起業家教育に

より起業の風土を醸成し、リーダー的起

業家予備軍を育成。

15,853,550

平成27年度中に福

島県内へ誘致する

リーダー的起業家

の数：３名

県内での起業に関

する相談件数（※

県が運営する施設

で受けるもの）：250

件

H28.3

平成27年度中に福

島県内へ誘致した

リーダー的起業家

の数：3名

県内での起業に関

する相談件数（※

県が運営する施設

で受けるもの）：345

件

100%

138%

AAAA

【対応方針】

今後は誘致したリーダー起業家を中心

に、福島県内の起業の気運を盛り上げ

る事業に取り組む（起業家を巡るバスツ

アー等）。彼らが次のステージへ飛躍で

きるように、継続フォローアップに務め

ていきたい。

①

②

森川委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

商工労働

部

産業創出

課

スタートアップふくしま創造

事業

１５に同じ

1

会津大学IT起業家育成事

業

　大学発ベンチャー企業数が全国トップ

クラスの会津大学において、起業機会

の提供を通じ、実践的な起業能力とビ

ジネス展開に不可欠な人的ネットワー

クを有する優秀なIT人材を育成し、更な

る起業家の輩出を図る。

18,005,468

会津大学発ベン

チャー新規認定件

数：2件

当該講座受講者人

数（累計）：40名

H28.3

会津大学発ベン

チャー新規認定件

数：4件

当該講座受講者人

数（累計）：68名

200%

170%

AAAA

【事業のポイント】

・産学官「金」の連携

FinTech等の新しい枠組みでの金融業

界と連携することで、お金の流れを地方

に取り込む方策について考えるととも

に、地方でベンチャー企業を立ち上げ、

継続して事業展開していく方策につい

ても模索する。

・（海外を含む）他地域との連携

会津地域のみにとどまらず、県内他の

地域や県外、海外も含めた地域との連

携について学ぶことで、地方にいながら

グローバル展開が可能なベンチャー企

業となるための手法を模索する

【対応方針】

・地銀との連携、勉強会の開催、首都

圏ベンチャーキャピタルとの連携

・他地域キーマンとの連携、他地域での

活動をサポートする活動の実施

①

②

森川委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

人口の社会増減

→±０（H32年）

総務部

私学・法人

課

会津大学ＩＴ起業家育成事

業

会津大学生や、県内でＩＴ起業家を目指

す社会人等に、ＩＴ製品の作成等を通じ

て起業の機会を提供し、実践的な起業

能力の養成、向上を図るとともに、地元

ＩＴ企業等との連携によりビジネス展開

に不可欠な人的ネットワークの拡大を

図ることで優秀なＩＴ人材を育成する。

２　「しごと」を支える若者の定着・還流プロジェクト

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）
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目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

2

Ｆターン人材確保支援事

業

　震災後、人口流出や労働力不足が深

刻化しているため、県外からの本県へ

の移住・職(転職)を考えている方に対し

て、移住のためのセミナーや県内企業

の魅力情報を発信するとともに、就労

支援のための職場実習等を行うことに

より、定住人口の増加、県内企業に必

要な人材の確保・育成を図る。

423,386,805

職場実習後に正社

員として雇用される

人数：

100名以上

H28.3 110 110% AAAA

【事業のポイント】

実習受け入れ先の企業と実習生のマッ

チングを図ることによって、実習生一人

一人の希望に近い就職に結びつけるこ

とができる。また、事前に業務の内容等

を実際に体験することで、離職率の低

下につながると考えられる。

【課題】

実習終了後は正採用等の長期就職に

結びつけることを企業及び就職希望者

の両者に求めているが、結果的に希望

が合わず長期雇用に結びつかない例

があることが課題である。

【対応方針】

実習先企業の募集及び実習生のエント

リー段階で、事業の主旨をよく説明しご

理解いただく。また実習生に対する研

修や相談の受付機会を充実させ、必要

に応じて実習先企業との面談や実習先

の変更など柔軟に対応し、お互いの希

望のずれを解消する。

①

②

高橋委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

商工労働

部

雇用労政

課

－ －

3

ふくしま回帰就職応援事

業

　震災後、人口流出や労働力不足が深

刻化しているため、東京にふるさと福島

就職情報センター東京窓口を設置し、

首都圏の学生等若年者や避難者に対

して就職相談や職業紹介等を行うこと

により、県内企業への就職促進、人材

確保・定着を図る。

84,430,233

東京窓口における

県内企業への就職

決定（内定）数（正

社員に限る）：年間

350人以上

H28.3 257 73.4% BBBB

【事業のポイント】

労働力人口が減少し人材不足が顕在

化する中、首都圏に進学した学生等に

対する就職支援の拠点としての役割を

持つふるさと福島就職情報センター東

京窓口において、県内就職を希望する

学生等と人材を求める企業双方のマッ

チングを図ることにより県内就職者数の

増加を図る。

【課題】

首都圏在住の学生や求職者に対して、

県内企業の情報をいかに発信できるか

が課題である。

【対応方針】

福島窓口と連携し、これまで培ってきた

県内各地での企業訪問実績を最大限

活用することにより、県内就職希望者と

企業とのマッチングを図り、県内就職決

定者の増加を図る。また、窓口利用の

みならずウェブやイベント等を通じて県

内企業の情報発信を強化する。

　また、首都圏の7大学と県が学生就職

支援に関する協定を締結していること

から、当該協定を活用しきめ細かなサ

ポートを行うことで県内への就職促進を

図る。

①

②

高橋委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

商工労働

部

雇用労政

課

ふくしま就職応援事業

就職支援窓口である「ふるさと福島就

職情報センター」を拠点とし、首都圏及

び県内の学生等若年者や一般求職者

に対して、きめ細かい就職相談やマッ

チング支援、県内企業の魅力情報の発

信、企業に対する採用活動の支援等を

行うことにより、県内産業の人材の確

保・定着を図る。

1　ふるさと福島就職情報センター運営

事業

2　情報発信事業

3　県内企業採用活動支援事業

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）

4



目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

1

地域農業・担い手復興対

策事業

　震災以降停滞している農業法人・農

村女性組織等の活性化を図るため、新

品目導入や顧客開拓に要する経費を

補助するとともに、若い人材の確保を

図るため、農業高校生と青年農業者と

の交流会等を実施する。

60,497,069

・農業生産法人等

数：514件

・女性認定農業者

数：645件

・新規就農者数：

170件

H28.3

・農業生産法人等

数：

H27年度実績値は

H28年9月に確定予

定。

参考：478件(H26年

度)

・女性認定農業者

数：

H27年度実績値は

H28年5月末に確定

予定。

参考：505件(H26年

度)

・新規就農者数：

212件

91.6%

78.3%

124.7%

AAAA

【事業のポイント】（農業生産法人数）

　農業生産法人等数については、平成26年度時点で

478法人となり、91.6％の達成率となった。特に、近年は

大規模経営体や集落営農組織が法人化したり、経営移

譲を機に法人化する傾向が見られている。

　当事業では、農業法人等が経営安定や発展を図るた

めに、新品目導入や販路開拓や新商品の開発を行う取

組に対し支援を行ったところ、アスパラガスやトマト等園

芸作物の生産、加工品の商品化、新規顧客の獲得につ

ながっている。

　今後は、未だ風評の影響が残る中で地域農業の担い

手として位置づけられた経営体に対し、法人設立支援や

集落営農推進等において、経営体質の強化・改善及び

新技術導入支援を行っていく。

【課題】（女性認定農業者数）

　女性認定農業者数については、平成26年度時点で達

成率が78.3%に留まっており、女性農業者の資質向上や

取組の活性化が引き続き課題となっている。

【対応方針】

当事業では主に、震災の影響で活動が停滞した農村女

性組織の活性化に取り組んでいたが、今後は女性農業

者の新たな組織化・起業化を促進する必要があり、平成

28年度より「きらめく・ふくしま農業女子育成・確保支援

事業」を開始し、女性農業者のネットワーク化や若手女

性農業者等で組織する団体等の支援に取り組んでい

る。

【事業のポイント】（新規農業者数）

　平成27年度の新規就農者数は過去2番目に多い212

人となり、目標を達成できた。特に、近年は農業法人等

への雇用就農が大きく増加している（平成17年度：11人

→平成27年度：119人）ことから、継続的な新規就農者数

の確保のため、農業法人等における受入体制の整備が

課題となっている。そのため、平成28年度より「ふくしま

の未来を創る新・農業人育成・確保支援事業」を開始し、

新規就農支援組織等が行う新規就農者の呼び込みと定

着化を支援している。

①

②

関委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

農林水産

部

農業担い

手課

１　“絆”で拓く！ふくしま

未来農業創出事業

２　きらめく・ふくしま農業

女子育成・確保支援事業

３　ふくしまの未来を創る

新・農業人育成・確保支援

事業

１　過疎・中山間地域において企業等との

連携による農業の新たなビジネスモデルを

実証し、先端モデル経営体の設立により、

新たな雇用を創出する。

①　新事業モデル実証推進事業

②　新事業創出支援事業

　

２　若手女性農業者のネットワーク整備に

よる連携強化を進めるとともに、企業との

連携による取組や教育機関との連携促進

による女性農業者の定着促進を図る。

①農業女子ネットワーク活動支援事業

②農業女子育成・定着促進支援事業

　

３　新規参入者の呼び込みと定着促進によ

る地域農業の活性化を図るため、受入体制

の整備・強化とモデル的な実践の取組を支

援する。さらに、新規就農者の育成・確保を

図るため、法人等における実践的な研修や

教育機関との連携を進める。

①来たれ！ふくしま新・農業人サポート事

業

②来たれ！ふくしま新・農業人定着促進事

業

③新・農業人教育連携促進事業

2

ふくしま米消費・流通拡大

緊急対策事業

　全国的な供給過剰に加えて、原子力

災害の風評により価格下落が著しい福

島県産米について、消費・流通拡大と

価格の下支えを図るとともに、販売店に

おける継続的な販売面積の確保、取扱

量の拡大を図り、農家経営の安定、ひ

いては地域農業の活性化、雇用の確保

を目指す。

54,540,000

主要量販店におけ

る米の販売面積に

占める福島県産米

の割合

目標70％

H27.11 58% 83% CCCC

【課題】

キャンペーン参加が特定の年代・性別

に偏っている。

【対応方針】

より高い効果を得るには、幅広い層に

対する効果的な手法を検討する必要が

ある。

①

②

関委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

農業産出額

→2,557億円以上（H31年

度）

農林水産

部

農産物流

通課

－ －

3

元気な農村創生企業連携

モデル事業

　農村における人口減少や高齢化の影

響を軽減するため、農村地域の資源を

生かし、農業体験を伴う社員研修等に

より企業等との交流連携を深め、農村

地域における雇用と所得が確保できる

モデル事業を実施する。

18,846,513

企業社員が農村に

訪れ宿泊した人

数:30人

H28.3 83 276.7% AAAA

【事業のポイント】

・農村資源調査により、住民自身が地

域の魅力を再認識するだけでなく、新た

な発見を行う機会となった。

・企業が農村を体験するプログラムや

サービスは、企業から評価が高く、復興

だけでなく、「地方創生」や「CSV」など、

新たな視点も期待できる。

【課題】

・「ふくしま」で行う理由や農村のニーズ

を企業側に明確に伝える必要がある。

・自立的・継続的な交流を定着させるた

めには、時間を要する。

【対応方針】

・企業と農村をつなぐ仲介役（コーディ

ネート人材）を育成するとともに、受入

地域間の連携強化など、推進体制の整

備を行う。

①

②

関委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

農業産出額

→2,557億円以上（H31年

度）

農林水産

部

農村振興

課

元気な農村創生企業連携

モデル事業

農村における人口減少や高齢化の影

響を軽減するため、地域資源を活かし、

福島に思いを寄せる企業等との交流連

携を深め、農村地域における雇用と所

得が確保できる仕組みを構築する調

査・支援、モデル事業等を実施する。

（１）促進調査・支援

　農村に対する企業ニーズを調査したう

えで、地域と企業のマッチングを図るた

め、モニターツアー等を実施する。

（２）モデル推進

　受け入れ態勢の組織化や受け入れメ

ニューの開発に必要な経費を補助す

る。

（３）条件整備

　農村体験研修に必要な機械・施設等

の整備を支援する。

３　農林水産業しごとづくりプロジェクト

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）
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目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

1 定住促進連携モデル事業

　首都圏から近く、震災以降も移住希望

先の上位に位置する本県の特性を踏ま

え、県の南部に位置する20市町村（FIT

圏域）の一部を対象に定住促進モデル

事業を実施。

　モデル事業を効果的に実施するととも

に、その成果をその他の地域へ波及さ

せるため、移住希望者及び選定エリア

の市町村、地域住民等への意識調査を

実施し、その成果を共有することで、市

町村を含めた全県的な展開を目指す。

39,501,784

定住促進モデル事

業参加人数：100名

H28.3

定住促進モデル事

業参加人数：延べ

137名

137% AAAA

【課題】

   ・移住希望者を受け入れるための「働

く場」と「住居」の確保

　 ・移住希望者の受入相談体制の整備

【対応方針】

 　・市町村、地域住民との協働による

「働く場」と「住居」の確保に努める。

　 ・移住希望者の受入窓口となる地域

の中間支援の仕組みを構築し、他地域

への展開を図る。

①

②

岡﨑委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

人口の社会増減

→±０（H32年）

企画調整

部

地域振興

課

定住・二地域居住推進事

業

過疎・中山間地域を中心に人口減少に

よる地域活動の担い手不足が深刻化し

ているため、定住・二地域居住を積極

的に推進し、人口の増加及び人材の育

成による地域の活性化を図る。

１　定住・二地域居住推進モデル事業

　　首都圏に近接し、交通アクセスの良

いＦＩＴ地域や、より条件の厳しい特定過

疎地域をモデルエリアとし、「働く場」と

「住居」をパッケージ化した移住・二地

域居住希望者の受入環境を整備。

２　ふくしまチャレンジ支援事業

　　福島県外に居住し、本県でのチャレ

ンジを検討している移住希望者に対し、

「ふくしまチャレンジパスポート（仮）」を

発行。提携した民間企業で各種割引制

度が受けられるようにし、移住希望者を

支援。

2

地域おこし協力隊支援事

業

　過疎化・高齢化の進行により本県の

地域産業の後継者不足が深刻化して

いるため、地域おこし協力隊を後継者と

して育成し、地域産業の維持・発展を図

る。また、地域おこし協力隊の受入マ

ニュアル等を作成し、市町村における

協力隊の活用を促進する。

12,490,286

県及び市町村が新

たに設置する地域

おこし協力隊数：40

名

H28.3

県及び市町村が新

たに設置した地域

おこし協力隊数：34

名

85% BBBB

【課題】

  活動内容の明確化や市町村、受入団

体と連携した受入体制の整備。

　地域おこし協力隊の設置数が急増

（対前年比：1.7倍）し、全国で人材の取

り合いが生じており、人材の確保が困

難になっている。

【対応方針】

　 地域おこし協力隊の活動内容をより

明確にするとともに、育成プログラムの

作成など、活動期間中のロードマップの

提示等により、他地域との差別化を図

る。

①

②

日下委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

人口の社会増減

→±０（H32年）

企画調整

部

地域振興

課

地域おこし協力隊支援事

業

地方が都市住民を受け入れる制度とし

て定着している「地域おこし協力隊」に

ついて、県が前面に立って受入態勢の

充実等、独自の取組を実施することで

協力隊の設置・定住を促進し、定住人

口の増加を図る。

１　ふるさと地域産業維持等の人材育

成事業

　県と市町村が合同で地域おこし協力

隊を設置する。

２　地域おこし協力隊育成・定着促進事

業

　地域おこし協力隊の育成・定着率向

上を目的として、市町村向けの導入の

手引き、協力隊向けの活動の手引きを

作成する。

3

大学生等による地域づくり

支援事業

　本県は大学生が2年間、過疎・中山間

地域を定期的に訪問し、地元の人と交

流し、地域活性化策を共に作成・実施

する事業を行っている。

　2年間の活動終了後も、集落と定期

的・組織的に交流を希望する大学生・

卒業生が多いことから、交流経費の一

部を補助することにより、集落の活性化

を一層促進する。

　さらには、県内で組織的に活動する大

学生のネットワークを構築することで、

若者が主体的に地域づくり活動を行う

一助とする。

2,014,925

集落活性化のた

め、自主的・組織

的・継続的に活動

する大学生等の延

べ人数：180名

H28.3

集落活性化のた

め、自主的・組織

的・継続的に活動し

た大学生等の延べ

人数：253名

(４グループ)

141% AAAA

【課題】

　・県内で地域づくり活動を行う大学生

等のネットワークの強化。

　・集落とのつながりや活性化に向けた

取組の継続。

【対応方針】

　・活動報告会の他に、メーリングリスト

やＨＰを有効活用し、ネットワークの強

化に向けて情報の共有を図る。

　・集落が大学生等と協力して活性化

策に取り組めるように、県のサポート事

業などの活用を促す。

①

②

岡﨑委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

人口の社会増減

→±０（H32年）

企画調整

部

地域振興

課

大学生等による地域創生

推進事業

過疎中山間地域等において、地域威力

の育成、働く場と収入の確保、生活基

盤づくりを進めるとともに、人材育成や

集落活性化の実証実験などを行う。

また、定期的・組織的に集落を訪問す

る団体を引き続き支援し、継続的な交

流による集落活性化や都市農村交流

の加速化等を図る。

１　大学生等による地域づくり支援事業

２　大学生の力を活用した集落復興支

援事業

３　大学生地域大交流フェア

４　地域おこし協力隊インターンシップ

事業

４　定住・二地域居住水深プロジェクト

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）

6



目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

4

「いいね！地方の暮らし

フェア」開催事業

（日本創生のための将来

世代応援知事同盟共同事

業）

●　現在、若年層を中心に地方から大

都市への人口流失が続いており、今後

地方の人口減少が急速に進んでいくこ

とが見込まれる。

●　国は「そうだ、地方に暮らそう！国

民会議」を立ち上げ、地方居住への機

運を醸成し、地方への新しい人の流れ

をつくるための国民運動を推進すること

としている。

●　このような動きに呼応し、人口減少

社会に立ち向かうトップランナーを目指

す「日本創生のための将来世代応援知

事同盟」の構成１２県が共同して、田舎

暮らしの魅力や地方にある様々な価値

を同時に発信することにより、移住者の

増加を図る。

6,020,279

・フェア入場者数：

10,000人

・ブースでの移住相

談件数：500件

H28.3

・フェア入場者数：

2,717人

・ブースでの移住相

談件数：18件（福島

県）

入場

者数：

27%

相談

件数：

43%

※1県

あたり

KPIを

12県

で按

分した

場合

DDDD

【対応方針】

イベントの内容は工夫を凝らしたもの

だったが、準備期間が短く、事前告知

が不十分だったため、次回は、告知期

間を確保し、各種媒体で発信する。

①

②

日下委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

人口の社会増減

→±０（H32年）

観光交流

局

観光交流

課

ふくしま定住・二地域居住

推進基盤再生事業

震災後も移住先として本県を選んでい

ただけるよう、これまでの取組を見直

し、戦略的に取り組んでいく。

（１）発信力強化チャレンジ事業

　官民一体となった「福島ふるさと暮らし

推進協議会」を活用するとともに、地域

を支援し、地域と共に必要な人材を誘

致するための戦略を構築する。また、そ

の戦略に基づいた効果的な発信を行

う。

（２）いいね！地方の暮らしフェア開催

事業

　本県を含む日本創成のための将来世

代応援知事同盟が共催する「移住フェ

ア」を、平成28年度も実施することで各

県知事が合意したことを背景に、「地方

で暮らすことの魅力」を発信するため

に、12県合同イベントを開催する。

1

歴史情緒あふれる地域づ

くり支援事業

　「歴史情緒」をテーマに、外国人を含

めた観光客を惹きつけるポテンシャル

の高い都市を対象として、更なる磨き上

げを行うことで、本県の誘客をリードす

る「歴史情緒あふれる地域づくり」のモ

デルを創出し、本県の交流人口拡大を

狙うもの。

39,647,714

H27目標値

観光客入込数

60,000千人以上

【参考】

H26集計中

（目標値54,300千人

以上）

H25実績値

48,315千人

H28.3

H26実績値

観光客入込数

46,893千人

【参考】

H27実績値は、H28

年8月頃

86.40% BBBB

【事業のポイント】

AR等を活用した歴史情緒あふれる地

域づくり情報の発信を推進

【対応方針】

当該事業のコンセプトに沿った実施箇

所の選定が課題であるため、今後は実

施団体や地元自治体と調整を行ってい

く。

①

②

赤松委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

観光入込客数

→62,400千人（H31年）

企画調整

部

地域政策

課

歴史情緒あふれる地域づ

くり支援事業

歴史情緒あふれる地域景観づくりを支

援するため、認定事業計画に位置づけ

られた事業をモデル地区で実施し、観

光資源としての磨き上げを行うことで、

交流人口の拡大をけん引する。

（具体例：板塀化、ファサード改修、歴

史的建造物の修繕など）

2

奥会津観光拠点ネット

ワーク事業

　奥会津地域で実施するバスやタク

シー等を利用した観光拠点を結ぶ新た

な二次交通の構築に対して県が積極的

に支援することにより、交流人口の増大

と雇用の創出を図る。

0

新たな観光コース

の運行（タクシー

等）：９件

H28.3 0 0 ----

鉄道沿線市町村では、利用促進のため

の二次交通構築の必要性について認

識し、市町村が単独で二次交通に取り

組んでいる例もあったものの、当該事

業は平成２６年度２月補正予算で組ん

だため市町村において当初予算へ計上

できず申請に至らなかった。

しかし、鉄道駅を核とした二次交通の考

え方は市町村や鉄道事業者、バス事業

者へ拡大しつつある。

－ －

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

観光入込客数

→62,400千人（H31年）

生活環境

部

生活交通

課

－ －

５　観光コンテンツ創出プロジェクト

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）

7



目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

3

「道の駅」地域拠点機能強

化事業

　地域内外の交流拠点の核となる「道

の駅」において、特産物や観光資源

等、地域の魅力を情報発信するため、

Wi-Fi、大型ディスプレイ、ＨＰ多言語化

等の通信環境の整備を推進し、地域内

外の交流人口を増加させ地域活性化を

図る。

　また、停電時でも安定的な通信機能

を確保する。

29,992,680

地域拠点機能強化

した道の駅数：20箇

所

H28.3 20箇所 100% AAAA

【対応方針】

　通信設備については、利用者が知り

たい情報を得ることが大事であり、タブ

レット等による検索等の可能な機器が

必要である。

　また、停電時での通信機能を確保す

るためにバッテリーやソーラーパネル等

の電源設備が必要となるが、ソーラー

パネルについては既存施設への設置

箇所の検討が必要。

①

②

赤松委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

観光入込客数

→62,400千人（H31年）

土木部

道路整備

課

「道の駅」地域拠点機能強

化事業

現在の道の駅は休憩として立ち寄る施

設から観光・買物の目的地として地域

の振興の核となりつつある。観光の拠

点として外国からの観光客の案内も今

後見込まれることから、観光情報の外

国語コンテンツの制作を行う。

4

ふくしまから発信するコン

テンツ推進事業

１　地域資源再発見ARラリー実施事業

【交流人口の増加】

　スマートフォン等のモバイル端末を現実の

風景にかざすと、福島県に縁のあるキャラ

クターが現れるＡＲ（拡張現実）という技術

を活用したスタンプラリー事業を展開するた

め、アプリケーションの構築を行う。また、ス

タンプラリー実施に当たっては、県外のキャ

ラクターのファンをターゲットとした広報を実

施、福島への誘客を図るとともに福島を知

る機会を提供する。

　また、スタンプラリー実施のデータについ

て収集・分析し、今後の地域振興策に活用

することとする。

２　アニメーションを活用した情報発信　【情

報発信】

　ふくしまの「魅力」や「今」を伝えるため、福

島県クリエイティブディレクターに就任した

箭内道彦氏のプロデュースによるアニメー

ションを活用した情報発信プロジェクトを実

施する。制作は県内に進出したアニメ制作

会社と連携し、県民のストーリー、県民参加

により「オールふくしま」で創っていく。また、

事業のPRのため、制作過程の見える化や

全国試写会や短編映画として映画祭等へ

の出展していく。

140,175,220

福島県に対する良

いイメージ度が震

災前の水準まで回

復すること目指す。

　福島県の良いイ

メージ度（情報発信

分析事業報告書）

（震災前 46.6％）

<H26.6>　30.8％

<H26.12>  35.6%

H28.3

福島県の良いイ

メージ度（情報発信

分析事業報告書）

（震災前 43.8%）

<H27.10> 28.7%

<H28.3>   25.5%

(ARラリー実施事

業）

平成２８年７月から

のスタンプラリー開

催に向け、県内各

地の観光地と連携

し、スタンプラリー

ポイントを選定する

とともに、福島県ゆ

かりのキャラクター

を活用し、スマート

フォンの専用アプリ

ケーションを制作し

た。

71.63% DDDD

（ARラリー実施事業）

【課題】

・県外からの誘客促進

・地元企業と連携した新たな事業展開

【対応方針】

・県内外に広報を行い、事業を通じた交

流人口の拡大を図る。

・事業の効果について検証し、地元企

業等を交えた新たな事業展開について

検討する。

（アニメーションを活用した情報発信）

【課題】

情報発信分析事業報告書によると、福

島県の良いイメージについて「どちらと

もいえない」と回答する人の比率が拡

大しており、イメージの希薄化が進み風

化が進んでいると思われる。

【対応方針】

平成２６年に比べイメージ度は回復しな

かったが、当事業で制作した動画の

YouTube再生回数18万回、全国試写会

総来場者数1千人など、本県への関心

を高め、共感の輪を広げることができた

ものと捉えている。

今後も、福島への関心を高める施策を

続けていきたい。

①

②

石山委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

観光入込客数

→62,400千人（H31年）

１企画調

整部

２総務部

１地域振

興課

２広報課

福島から発信するコンテン

ツ推進事業

国内外から、「一度は訪れたい場所」と

して選択される「ふくしま」を目指し、世

界に通用するコンテンツ関連企業の集

積、創造性豊かな人材の育成を図ると

ともに、県及び市町村が協働してコンテ

ンツを活用したまちづくり、地域づくりを

推進し、世界共通語であるアニメをツー

ルとした、世界的な創造的文化中心の

地「ふくしま」を創る。

（１）ARスタンプラリー実施事業

　ARアプリによるスタンプラリーを実施

し、県外からの交流人口の拡大を図

る。

（２）メディア芸術等推進事業

　県全域でコンテンツを活用した特色の

ある地域づくりを進めるために、新たに

活用可能なコンテンツの発掘、創出を

図る。

5 県版DMO導入調査事業

●本県ではこれまで、観光協会や経済

団体、旅館・ホテルの団体等を中心に、

各地域でネット-ワークをいかしながら

観光振興に取り組んでいたところである

が、平成27年春に全県で開催した大型

の観光キャンペーン（デスティネーショ

ンキャンペーン（DC））を契機に観光に

よる地域づくりの気運が高まり、こうした

取組を日本版ＤＭＯとしてさらに発展さ

せることで「観光による地域づくり」を一

層進めていこうとの考えが広がってきて

いる。

　こうした民間の気運の盛り上がりをい

かしながら、地域にしっかり根付かせる

取組として、行政と民間との更なる連携

を進めながら各地域でＤＭＯの組織化

を進めるとともに、全県的なネットワー

クによるプラットフォームづくり等「本県

ならではのＤＭＯ」の本県への先駆的な

導入など、他地域のモデルとなっていく

ための基礎調査（関係者へのアンケー

ト・ヒアリング、統計数値の検討などに

よる地域課題の洗い出し、各地域に適

した今後の方向性の検討等）及び具体

的な戦略（調査結果等を踏まえ、関係

者との協議を行いながらＤＭＯ導入に

当たっての具体的施策や行程の検討

等）の策定を行う。

15,822,000

アンケート等による

意見聴取数：７地域

１００名

翌年度日本版ＤＭ

Ｏレベル１を目指す

市町村４カ所

翌年度日本版ＤＭ

Ｏレベル２を目指す

市町村１カ所

ＤＭＯ導入に向け

た具体的戦略の策

定：７地域

H28.3

意見聴取数：7地域

59名

DMOレベル1：4カ所

DMOレベル2：0カ所

戦略策定：4地域

意見

聴取

数：

59%

DMO

レベ

ル1：

100%

DMO

レベ

ル2：

0%

戦略

策定：

57%

CCCC

【課題】

・導入が進まない地域では、地域にお

けるDMOの理解が十分でない。まずは

先行する地域での成功事例をつくり、

DMOのメリットの理解が進むよう取り組

む。

【対応方針】

・観光事業者と連携した独自データの

収集、分析結果のフィードバックなど、

地域での連携を強化しながら、マーケ

ティングの強化を図る。

①

②

金内委員

２　県内への新しいひとの

流れをつくる

観光入込客数

→62,400千人（H31年）

観光交流

局

観光交流

課

ふくしまＤＭＯ推進プロ

ジェクト事業

「日本版DMO」の形成や地域DMOの設

立・運営支援を行う県観光物産交流協

会の機能強化を図る。

（１）DMO推進事業

　インバウンド、スタディツアーの振興や

誘客を核とした県域でのDMO形成、地

域DMOの形成・運営を支援するための

人材育成や情報提供、地域単体では

難しい県外に向けた情報発信・商品販

売、市町村が広域連携を進める際の地

域間調整など、広域自治体である県の

役割を踏まえたDMO推進の取組を進め

るため、県観光物産交流協会に専門職

員を配置する。

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）
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目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

1

赤ちゃんおでかけ応援事

業

　乳幼児とその家族が、気負わず楽しく

安心して買い物や食事等のために外出

できるよう、商業施設等におけるおむつ

替えや授乳等のスペースの備品購入を

補助するとともに、当該スペースを有し

ている施設の紹介等を行う。

25,037,161

使いやすいおむつ

交換・授乳スペース

60ヶ所

H28.3 36 60% CCCC

【対応方針】

乳幼児とその家族が安心して外出でき

る環境を整備するため、引き続き授乳

室やおむつ替えスペースの整備促進を

図る。

①

②

西内委員

３　若い世代の結婚・出

産・子育ての希望をかな

える

合計特殊出生率

→２．１６（H52年）

こども未来

局

子育て支

援課

赤ちゃんおでかけ応援事

業

おむつ替えや授乳等のスペースを整備

する施設に対して補助を行うことで、乳

幼児とその家族が安心して外出できる

環境の整備を図る。

2 女性活躍促進事業

　震災による女性の県外転出や出産･

育児を契機とした離職により人口減少・

労働力不足が深刻化しているため、男

女が共に働き続けることができる職場

環境づくりと離職した女性の就労促進

を図ることにより、女性が活躍できる社

会を築き、人口減少に歯止めをかける

とともに、人材の確保を図り全員参加型

社会の実現を目指す。

58,170,418

・セミナー参加企業

数：年間100社

・訪問企業数：年間

300社

・新規認証企業数

（３年間）：100社以

上

・女性の県内企業

への就職決定（内

定）者数：

年間440人以上

・男性の育児休業

取得企業数（１月以

上）：

10社以上

H28.3

・セミナー参加企業

数：　108社

・訪問企業数：315

社

・新規認証企業数：

59社

・女性の県内企業

への就職決定（内

定）者数：572人

・男性の育児休業

取得企業数：6社

108%

105%

59%

130%

60%

BBBB

【事業のポイント】

少子高齢化が進み、労働力の確保・人

材の確保が急務であり、女性の活躍が

解決策の重要な1つであるとの理解を

進めることにより、雇用の安定や少子

化対策に繋げていくことができるものと

考えている。

【課題】

女性活躍には男性も女性も働きやすい

職場環境づくり（ワーク・ライフ・バランス

の推進など）が不可欠で、経営者や管

理者の意識改革が必要であると考え

る。

【対応方針】

広報キャラバン隊などにより女性活躍

の好事例や男性の育休取得好事例を

紹介し、本事業への関心、理解が進む

よう広報等を行うとともに、管理者向け

及び女性向けセミナーを実施し、女性

活躍の必要性、効果・メリット、具体的

取組方法を伝え、事業の浸透を深めて

いく。

①

②

西内委員

１　県内に安定した雇用を

創出する

安定的な雇用者数

→542,000人（H31年）

３　若い世代の結婚・出

産・子育ての希望をかな

える

合計特殊出生率

→２．１６（H52年）

商工労働

部

雇用労政

課

女性活躍促進事業

結婚や出産を機に離職した女性に対し

て、就職相談、職場実習など再就職の

ための支援を実施するとともに、女性活

躍とワークライフバランスを促進するた

めに、企業経営者等への啓発セミナー

を行うことやイクボス宣言企業の増加を

目指す。また、各企業の上記の取組に

関する認証制度や助成金を交付し、働

きやすい職場の推進を図る。

（１）ワーク・ライフ・バランス女性活躍経

営塾

　経営者、管理職、やる気のある女性

向けの連続セミナー

（２）多様な働き方推進事業

　在宅勤務（テレワーク）の普及・促進セ

ミナー、男性の育児休業促進

（３）女性活躍ワーク・ライフ・バランス普

及啓発事業

　普及啓発キャラバン

（４）次世代育成支援企業認証制度

　働きやすい職場環境づくり推進助成

金

（５）女性就職応援事業

 　女性の再就職支援

(6)イクボス推進事業

1 まちづくり支援事業

　地域住民及び市町村自らが地域の宝

（資源）を見つけだし、磨き上げ、活用し

ていくため、各種計画の策定の実施・支

援を行う。

　また、計画に基づき実施する観光施

設や商店街等を結ぶ裏道整備や、花や

緑による修景整備等を実施・支援する。

111,645,304

地域住民が主体と

なったまちづくりの

活動数：20件

H28.3

地域住民が主体と

なったまちづくりの

活動数：23件

115% AAAA

【対応方針】

　平成27年度は先行的な取組として、

各種計画策定支援や施設等整備の実

施・支援を行った。

　磐梯町、桑折町が策定した歴史的風

致維持向上計画が国の認定を受けた

ほか、地域住民や民間企業等が取り組

む修景整備の支援により、新たなまち

づくりの活動が芽生えるなど、地域資源

を活かしたまちづくりを推進することが

できた。

　今後は、ふくしま創生総合戦略の本

格的な推進に向け、主役となる県民、

市町村を支援する視点に立ち、地域資

源と民間活力を活用した住民主役のま

ちづくりを進めることで、ひとと地域が輝

くまちづくりを推進したい。

①

②

岡﨑委員

４　ひとと地域が輝くまち

をつくる

「住んでいる地域が住み

やすい」と思っている人の

割合

→上昇を目指す（H31年）

土木部

まちづくり

推進課

－ －

７　「リノベーションのまちづくり」プロジェクト

６　切れ目のない結婚・出産・子育て支援プロジェクト

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）
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目的 指標値 目標年月 実績値

達成

率

事業効

果

事業の深化・展開にあたってのポイント 有識者からの評価 委員名

平成２７２７２７２７年度　国地方創生関連交付金活用事業一覧
№ 対象事業名称

事業の概要

実績額

(円)

重要業績評価指標（KPI）

戦略による基本目標 担当部局 担当課 平成28年度事業名 事業概要

効果の検証

2

健康長寿ふくしま推進事

業

　市町村等が実施主体となる健康づくり

事業と連動した「ふくしま健民パスポー

ト」の発行によるインセンティブの付与

の流れを構築することで、市町村や医

療保険者の実施する健診や保健事業

の参加者をさらに促していく｡

　更に、健康づくりに興味関心のない県

民が参加しやすいよう健康アプリの活

用による「ふくしま健民パスポート」の発

行を行う。

　健康アプリで得られた個人データをマ

イナンバーカードへの情報登録により

保健指導や医療機関受診等で生活習

慣の確認に活用可能か検討を行い、マ

イナンバーカードの健康づくり事業への

活用について検討を行う｡

17,254,769

健民パスポート発

行数　〔5,000枚〕

その健康状態（メタ

ボリックシンドロー

ム）の改善　〔メタボ

該当者及び予備群

の割合：H24年度

29.2%⇒H27年度

26.8％）

特定健診受診率の

増加　〔H24年度

45.7％⇒H27年度

53.0％〕

H28.3

健民パスポート発

行数

　　　492枚

メタボ該当者及び

予備群の割合

特定健診受診率

　県データ（H30年1

月頃公表）

　市町村国保デー

タ（H29年1月頃集

計）

9.84% DDDD

【対応方針】

・3市町の健康づくり事業との連携した

モデル事業として実施したため、健民パ

スポート発行者は、想定どおり、日頃よ

り健康に関心のある、60代が一番多く、

次いで70代という結果であった。

　さらに、平成27年度には、働き盛り世

代や市役所等になかなか行けない世代

を対象とした健康アプリを開発したとこ

ろであり、本アプリは、平成28年度に運

用開始する予定である。これらを活用

することで、これまで以上の参加者が見

込める予定である。

・また、平成27年度は、事業実施期間

が想定より短かいため、市町村との調

整する期間がなく、参加したのが、人口

が少ない市町であったが、平成28年度

は、大幅に増加し、本県内の主要な市

を含めた24市町村で実施を予定してい

る。

・今後は、参加市町村との連携に加え、

あらゆる機会を利用し、事業の更なる

周知を行い、指標達成するよう、参加者

を増やすことで、県民の健康づくりの気

運を高め、本県が全国に誇れる健康長

寿県となるよう事業を展開していく。

①

②

西内委員

４　ひとと地域が輝くまち

をつくる

「住んでいる地域が住み

やすい」と思っている人の

割合

→上昇を目指す（H31年）

保健福祉

部

健康増進

課

健康長寿ふくしま推進事

業

県民の健康状況を改善し、健康寿命の

延伸と地域の健康格差の解消に対応

するため、健康づくり事業の推進を目指

し、その土台となる健康な地域づくりを

推進するため、健康づくりに取り組む県

民に向けたインセンティブの付与など県

民が健康作りに取り組む仕組みを構築

する。

１ ふくしま【健】民パスポート事業（H28

年1月）

２ 福島県版健康データベース構築・活

用事業

３ ふくしま健康情報ステーション事業

＜事業効果＞

A:地方創生に非常に効果的であった（指標が目標値を上回ったなどの場合）

B:地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当程度（7～8割）達成したなどの場合）

C:地方創生に効果があった（目標値を上回らなかったが事業開始前よりも改善したなどの場合）

D:地方創生に対して効果がなかった（実績値が本事業開始前の数値よりも悪化しているなどの場合）
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